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１. 14年 9月中間期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)経営成績

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 9,999 △ 4.4 900 △ 4.3 998 △ 3.2
13年 9月中間期 10,456 10.6 941 6.3 1,030 9.9
14年 3月期 21,728 1,920 2,050

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間
         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭
14年 9月中間期 557 △ 2.5 51.10
13年 9月中間期 571 28.5 52.39
14年 3月期 1,094 100.35
(注)①期中平均株式数    14年 9月中間期    10,903,184 株   13年 9月中間期    10,903,240 株   14年 3月期    10,903,069 株
     ②会計処理の方法の変更　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり

中間配当金
１株当たり

年間配当金 （注）14年 9月中間期中間配当金内訳
円　銭 円　銭    記念配当           -  円     銭

14年 9月中間期 14.00 －    特別配当           -  円     銭

13年 9月中間期 13.50 －
14年 3月期 － 27.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 22,646 19,438 85.8 1,782.82
13年 9月中間期 22,028 18,694 84.9 1,714.61
14年 3月期 22,531 19,063 84.6 1,748.39
(注)①期末発行済株式数　14年 9月中間期     　10,903,163 株　13年 9月中間期     　10,903,240 株　14年 3月期     　10,903,205 株

 　 ②期末自己株式数　　14年 9月中間期             　77 株　13年 9月中間期             　35 株　14年 3月期             　35 株

２. 15年 3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 22,500 2,150 1,200 14.00 28.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   105 円 18 銭 

　

※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因によっ
て予想数値と異なる結果となる可能性があります。
　　なお、「１株当たり予想当期純利益（通期）」につきましては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）を適用し
計算しております。また、従来の方法で計算した場合の「１株当たり予想当期純利益（通期）」は１１０円０６銭となります。
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－１９－

比 較 中 間 貸 借 対 照 表

（百万円未満切捨）

当中間会計期間末 前中間会計期間末
前 事 業 年 度 の
要 約 貸 借 対 照 表

(平成 14 年 9 月 30 日現在) (平成 13 年 9 月 30 日現在) (平成 14 年 3 月 31 日現在)

期　別

科　目 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

（　資　産　の　部　）
％ ％ ％

Ⅰ　流　動　資　産

　１．現 金 及 び 預 金 ５，９２６ ５，２４３ ４，９２２

　２．受 取 手 形 ３，１５９ ３，７７４ ３，９９０

　３．売 掛 金 ２，６３７ ２，４４６ ３，０２０

　４．棚 卸 資 産 ２，４１１ ２，６０２ ２，２４６

　５．そ の 他 ５３１ ４９３ ４６２

　 貸 倒 引 当 金 △ ５５ △ ３８ △ ６５

流 動 資 産 合 計 １４，６１１ ６４．５ １４，５２２ ６５．９ １４，５７７ ６４．７

Ⅱ　固　定　資　産

　１．有 形 固 定 資 産

　　（１）建　　　物 １，３３１ １，４２１ １，３７６

　　（２）土　　　地 ２，３０７ ２，３０７ ２，３０７

　　（３）そ　の　他 ５４２ ５５０ ５３０

有形固定資産合計 ４，１８０ １８．５ ４，２７９ １９．４ ４，２１４ １８．７

　２．無 形 固 定 資 産 ３３１ １．５ ２９２ １．４ ３１５ １．４

　３．投資その他の資産

　　（１）保険積立金 ２，３９８ １，８５３ ２，３０２

　　（２）そ　の　他 １，４８２ １，２９５ １，４３５

　　貸倒引当金 △ ３５７ △ ２１４ △ ３１３

投資その他の資産合計 ３，５２２ １５．５ ２，９３４ １３．３ ３，４２３ １５．２

固 定 資 産 合 計 ８，０３５ ３５．５ ７，５０６ ３４．１ ７，９５３ ３５．３

資 産 合 計 ２２，６４６ １００．０ ２２，０２８ １００．０ ２２，５３１ １００．０



－２０－

当中間会計期間末 前中間会計期間末
前 事 業 年 度 の
要 約 貸 借 対 照 表

(平成 14 年 9 月 30 日現在) (平成 13 年 9 月 30 日現在) (平成 14 年 3 月 31 日現在)

期　別

科　目 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

（　負　債　の　部　） ％ ％ ％

Ⅰ　流　動　負　債

　１．買 掛 金 １，１６１ １，００１ １，２５５

　２．未 払 金 ３８０ ３９７ ４２４

　３．未 払 法 人 税 等 ４４７ ４３１ ４８２

　４．賞 与 引 当 金 ３２４ ３１０ ３００

　５．そ の 他 ６８３ １，０３５ ８３６

流 動 負 債 合 計 ２，９９７ １３．３ ３，１７６ １４．４ ３，２９８ １４．６

Ⅱ　固　定　負　債

　１．退職給付引当金 ２１０ １５７ １７０

　 固 定 負 債 合 計 ２１０ ０．９ １５７ ０．７ １７０ ０．８

負 債 合 計 ３，２０８ １４．２ ３，３３３ １５．１ ３，４６８ １５．４

（　資　本　の　部　）

Ⅰ　資　　本　　金 － － ３，０９９ １４．１ ３，０９９ １３．８

Ⅱ  資 本 準 備 金 － － ３，０３１ １３．７ ３，０３１ １３．４

Ⅲ  利 益 準 備 金 － － ３０１ １．４ ３０１ １．３

Ⅳ　その他の剰余金

　１．任 意 積 立 金 － １１，５０１ １１，５０１

　２．中 間 (当 期 ) 未 処 分 利 益 － ７４０ １，１１５

その他の剰余金合計 － － １２，２４１ ５５．６ １２，６１６ ５６．０

Ⅴ　その他有価証券評価差額金 － － ２０ ０．１ １３ ０．１

Ⅵ　自　己　株　式 － － － － △ ０ △ ０．０

資 本 合 計 － － １８，６９４ ８４．９ １９，０６３ ８４．６

Ⅰ　資　　本　　金 ３，０９９ １３．７ － － － －

Ⅱ  資 本 剰 余 金

　１．資 本 準 備 金        ３，０３１ － －

資本剰余金合計 ３，０３１ １３．４ － － － －

Ⅲ  利 益 剰 余 金

　１．利 益 準 備 金 ３０１ － －

　２．任 意 積 立 金 １２，１９４ － －

　３．中間未処分利益 ７７９ － －

利益剰余金合計 １３，２７４ ５８．６ － － － －

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 ３２ ０．１ － － － －

Ⅴ　自　己　株　式 △ ０ △ ０．０ － － － －

資 本 合 計 １９，４３８ ８５．８ － － － －

負 債 資 本 合 計 ２２，６４６ １００．０ ２２，０２８ １００．０ ２２，５３１ １００．０



－２１－

比 較 中 間 損 益 計 算 書

（百万円未満切捨）

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間
前 事 業 年 度 の
要 約 損 益 計 算 書

自平成 14 年 4 月 1 日

至平成 14 年 9 月 30 日

自平成 13 年 4 月 1 日

至平成 13 年 9 月 30 日

自平成 13 年 4 月 1 日

至平成 14 年 3 月 31 日

期　　別

科　　目
金　額 百分比 金　額 百分比 金　額 百分比

％ ％ ％

Ⅰ 売 上 高 ９，９９９ １００．０ １０，４５６ １００．０ ２１，７２８ １００．０

Ⅱ 売 上 原 価 ６，７９０ ６７．９ ７，１６８ ６８．６ １５，０４０ ６９．２

売 上 総 利 益 ３，２０９ ３２．１ ３，２８７ ３１．４ ６，６８８ ３０．８

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ２，３０８ ２３．１ ２，３４６ ２２．４ ４，７６８ ２２．０

営 業 利 益 ９００ ９．０ ９４１ ９．０ １，９２０ ８．８

Ⅳ 営 業 外 収 益 １０１ １．０ ９４ ０．９ １３８ ０．６

Ⅴ 営 業 外 費 用 ３ ０．０ ４ ０．０ ８ ０．０

経 常 利 益 ９９８ １０．０ １，０３０ ９．９ ２，０５０ ９．４

Ⅵ 特 別 利 益 ０ ０．０ ０ ０．０ ０ ０．０

Ⅶ 特 別 損 失 ３２ ０．３ ６５ ０．７ ７９ ０．３

税引前中間(当期)純利益 ９６６ ９．７ ９６５ ９．２ １，９７１ ９．１

法人税､住民税及び事業税 ４６１ ４．６ ４２３ ４．０ ９５８ ４．４

法 人 税 等 調 整 額 △ ５２ △ ０．５ △ ２８ △ ０．３ △ ８１ △ ０．３

中間 (当 期 )純 利 益 ５５７ ５．６ ５７１ ５．５ １，０９４ ５．０

前 期 繰 越 利 益 ２２１ １６８ １６８

中 間 配 当 額 － － １４７

中間（当期）未処分利益 ７７９ ７４０ １，１１５



－２２－

中間財務諸表作成の基本となる事項

１． 資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券

① 子会社株式    ・・・ 移動平均法による原価法

② その他有価証券

時価のあるもの ・・・ 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの ・・・ 移動平均法による原価法

（２）棚卸資産

製品、仕掛品及び未成工事　・・・　個別法による原価法

原　材　料　　　　　　　　・・・　移動平均法による原価法

貯　蔵　品　　　　　　　　・・・　最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産         ・・・ 定率法

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）につ

いては定額法

主な耐用年数は以下のとおり

建物　８～５０年

無 形 固 定 資 産         ・・・ 利用可能期間（５年）に基づく定額法

（ソフトウェア）

３．引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金       ・・・売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

賞 与 引 当 金       ・・・従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。

退職給付引当金・・・従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上し

ております。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれの発生の翌事業年度

から会計処理しております。

４．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。



－２３－

 　

 [追加情報]
（自己株式及び法定準備金取崩等会計）

当中間期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用
しております。これによる当中間期の損益に与える影響は軽微であります。
なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間期における中間貸借対照表の資本の部については、

改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。
これに伴い、前中間期において流動資産の部に計上していた自己株式は、当中間期末においては資本

に対する控除項目としております。
  
[１株当たりの配当金内訳]

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度
（中間配当） （中間配当） （年間配当）

普通（旧）株式 円　　　銭 円　　　銭 円　　　銭
（内訳） １４　　００ １３　　５０ ２７　　００

記念配当 － － －
特別配当 － － －

 ［注記事項］
（貸借対照表関係）    　　　　　　　　　　当中間会計期間末　　前中間会計期間末　　 前事業年度末

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円　　　　　　　百万円　　 　　　百万円

 １．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　４，１８０　　　　　４，０８８　　　４，１１２

 ２．中間会計期間末日満期手形の処理
中間会計期間末日（事業年度末日）満期手形は、満期日をもって決済処理しております。
中間会計期間末日（事業年度末日）満期手形は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　当中間会計期間末　　前中間会計期間末　　 前事業年度末
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円　　　　　　　百万円　　 　　　百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　２８３　　　　　２５０

 
（損益計算書関係）　　　　　　　　　　　　当中間会計期間  　　前中間会計期間  　　   前事業年度

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円　　　　　　　百万円　　 　　　百万円
 １．減価償却実施額     有形固定資産

 無形固定資産
 １０６

 ４２
 １０６

 ４２
 ２２３

 ８７
 ２．営業外収益のうち主要なもの
 　　　受取利息

 
 ５

 
 ６

 
 １１

 ３．営業外費用のうち主要なもの
 売上割引  　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 
 ３

 
 ３

 
 ８

                           　  



－２４－

 

 
（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記
 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

 （百万円未満切捨）

 機械及び  工具器具
 期　　別

 資　産

 種　類  装　　置  備　　品
 計

  取 得 価 額 相 当 額           ３７８  ７１  ４５０
当 中 間 会 計 期 間  減価償却累計額相当額  １８０  ４１  ２２２

 中間期末残高相当額  １９８  ２９  ２２８

 取 得 価 額 相 当 額           ３８７  １７６  ５６４
前 中 間 会 計 期 間  減価償却累計額相当額  １３９  １２６  ２６６

 中間期末残高相当額  ２４７  ４９  ２９７

 取 得 価 額 相 当 額           ３７８  １８８  ５６７
前 事 業 年 度  減価償却累計額相当額  １５２  １４０  ２９２

  期 末 残 高 相 当 額  ２２６  ４８  ２７５

 
 

 当中間会計期間　　　前中間会計期間　　　前 事 業 年 度
２．未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 　　　

百万円　　　　　　　百万円　　　　　　　百万円

 １ 年 以 内          　　　　　　　　６８　　　　　　　　９３　　　　　　　　８２

 １  年  超          　　　　　　　１７０　　　　　　　２１４　　　　　　　２０２

 合　　　　　　　計 　　　　　　　２３８　　　　　　　３０７　　　　　　　２８５

 
３．支払リース料減価償却費相当額及び支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料          　　　　　　　　５２　　　　　　　　５６　　　　　　　１１２
減価償却費相当額          　　　　　　　　４６　　　　　　　　５０　　　　　　　１０１
支 払 利 息 相 当 額          　　　　　　　　　４　　　　　　　　　５　　　　　　　　１１

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
減価償却費相当額　・・・　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

おります。
利 息 相 当 額        　・・・　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法については、利息法によっております。

以　上


